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第２回 今後の社会資本のあり方に関する懸賞論文 

募集要綱 
 

主催：一般財団法人国土技術研究センター 

協賛：公益社団法人土木学会 

一般財団法人みなと総合研究財団 
 

１．趣旨・ねらい 

一般財団法人国土技術研究センターでは、国民の社会資本に対する認識、理解、評価等を明

らかにするため 2017年と 2021年に「社会資本に関するインターネット調査」を実施し、調査

データをホームページで公開しています。本調査結果は、土木学会が 2022 年 6 月に公表した

「コロナ後の日本創生と土木のビッグピクチャー」の検討に活用されました。 

土木学会のビッグピクチャーの展開等と連携し、今後の社会資本整備のあり方、論点などに

ついて、社会資本に関するインターネット調査データの分析・活用により明らかにされること

を期待し、以下にて論文を募集します。 

 

２．募集期間と受付期間 

（１）募集期間 

 2023年 3月 29日（水）～ 2023年 11月 6日（月） 

（２）受付期間 

 2023年 10月 2日（月）～ 2023年 11月 6日（月）17時必着 

 

３．応募資格 

応募件数は筆頭著者１人につき１件とします。 

筆頭著者が他の応募論文に共著者として参加することは可能です。 
 

（１）一般の部 

 個人またはグループで応募できます。 

 グループで応募する場合には、筆頭著者名（代表者名）を様式２に記載して下さい。 

なお、学生が共著者として参加することも可能です。 
 

（２）学生の部 

 募集期間中に高等学校、高等専門学校、大学（短期大学含む）及び大学院のいずれかに

在籍している学生が、個人またはグループで応募できます。 

 グループで応募する場合には、筆頭著者名（代表者名）を様式２に記載して下さい。 

学生以外は共著者として参加できませんが、教員による執筆指導は可能とします。 

 

４．表彰内容 

優秀な論文については「一般の部」と「学生の部」それぞれ、以下にて表彰します。 

 最優秀賞１点  賞状及び副賞 30万円を贈呈 

 優秀賞２点程度  賞状及び副賞 10万円を贈呈 

 上記の他に、佳作複数点を予定  
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５．応募要領 

（１）論文の内容 

① 【必須】当財団のホームページで公開している「社会資本に関するインターネット調査

（2017年及び 2021年）」の調査データを用いて、著者が独自に分析を行い、今後の社会

資本整備のあり方や論点などについて論じることとします。 

【2021年調査結果及びデータ】https://www.jice.or.jp/labs/infra_internet_survey_2021 

【2017年調査結果及びデータ】https://www.jice.or.jp/labs/infra_internet_survey_2017 

※ 論文に使用した調査データ項目は、様式２別紙の「調査データ使用項目チェックリス

ト」に入力して、論文と併せて提出して下さい。 

※ 当財団による分析・論評は、ホームページで公開している「報告書（速報版、本編）」

の通りですが、全国を俯瞰して社会資本全体を対象にしたものであるため、地域性や

社会資本種別（河川施設、海岸施設、道路、鉄道、空港、港湾、上下水道等）毎等の観

点から新たな分析・論評の余地があると考えています。 

※ 社会的動向を踏まえた分析や、分かりやすく説得力のある図表等を評価します。 
 

② 【任意】当財団が公開している調査データに加えて、著者自ら、あるいは他の機関が実

施した関連調査データを用いて、比較分析や独自の考察を行うことを推奨します。 

※ 当財団による分析・論評は、ホームページで公開している「報告書（速報版、本編）」

の通りですが、外部データを用いた客観的な比較分析に基づく、賛同／反対意見の提

案や、新たな視点での論評を期待します。 
 

（２）論文及びエントリーシートの作成 

当財団のホームページ（https://www.jice.or.jp/labs/infra_internet_survey）から、様式１

（論文テンプレート）と様式２（エントリーシート）をダウンロードして、以下の通り作成

してください。 
 

１）様式１（論文）の作成要領 

 A4サイズで４ページ～６ページ以内とします。 

 未発表かつ和文で書かれたものに限ります。 

 社会資本に関するインターネット調査データを用いた旨を、論文中に明記して下さい。 

 データや図・写真の引用に際しては出典を明記し、著者の責任において著作権等の確

認を行ってから提出して下さい。このため、公的機関が公開しているデータや図・写

真の引用を推奨します。 
 

２）様式２（エントリーシート）の作成要領 

以下の項目を入力してください。 

 筆頭著者の情報 

 論文の概要 

 論文に使用した調査データ項目（様式２別紙の「調査データ使用項目チェックリスト」

に入力） 

 引用したデータや図・写真の著作権等の確認結果 

 アンケート（任意）  

https://www.jice.or.jp/labs/infra_internet_survey_2021
https://www.jice.or.jp/labs/infra_internet_survey_2017
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（３）提出方法 

 様式１と様式２をメールに添付して、JICE事務局（kensyoronbun@jice.or.jp）宛に送付

して下さい。なお、ファイルのサイズは 20メガバイト以内としてください。 

 2023年 11月 6日（月）17時 00分必着とします。 

 事務局が内容を確認し、メールで受理を通知します。提出後、日数が経過しても通知が

届かない場合には、JICE事務局（03-4519-5006）までお電話をお願いします。 
 

（４）論文及び個人情報の取り扱い 

 提出された論文の返却については応じられませんので、あらかじめご了承ください。 

 皆様の個人情報については、当財団の個人情報保護方針（https://www.jice.or.jp/privacy）

に則って管理し、本懸賞論文以外の目的には使用しません。 

 

６．論文審査 

応募資格・要領を満たす論文について、今後の社会資本のあり方に関する懸賞論文審査委員

会が以下の観点で審査を行い、表彰対象を決定します。 

なお、論文に使用したデータや、データの客観性に関する資料等の追加提出をお願いするこ

とがあります。 

✓ 今後の社会資本整備・政策に対して、重要な問題や示唆を提起していること。 

✓ 有用な知見、独創的な分析、実践に貢献する成果があり、それらが説得力のある図表等

で表現されていること。 

✓ 読みやすく完成度が高いこと（事実誤認等の致命的欠陥があるものは評価しません）。 

 

７．表彰結果及び論文の公表 

 表彰対象の決定は、2024年 3月頃を予定しています。 

結果の公表に前もって、表彰対象者にはメールで内定を通知します。 

 表彰対象となった論文は、当財団ホームページ及び機関誌 JICE REPORT（2024 年 7 月発

刊号）に掲載予定です。このため、前頁の論文作成要領に記載している通り、引用したデー

タや図・写真の著作権等の確認を、提出前に必ず行ってください。 

なお、論文の著作権は著者に帰属しますが、掲載誌の出版権は当財団に帰属します。 

 審査結果に関するお問い合せには一切回答できません。 

 

８．お問い合わせ 

一般財団法人国土技術研究センター 情報・企画部内 懸賞論文事務局 

〒105-0001 東京都港区虎ノ門 3-12-1 ニッセイ虎ノ門ビル 8階 

TEL：03-4519-5006 FAX：03-4519-5016 

E-mail：kensyoronbun@jice.or.jp（論文等の提出先もこちら） 


